予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　流域清掃活動推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　環境生活部　自然環境保全課　自然環境企画係　電話番号：058-272-1111（内2696）

　　　　　E-mail： c11265@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　2,000千円（前年度予算額： 3,000千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000
	0
	0

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・河川形状や河畔の状況等により、河川のゴミが集積しやすい場所はある程度固定しているため、それらを集中的に清掃することで下流域へのゴミの拡散防止につながる。

・回収したごみの処理は、流域の各自治体の協力が不可欠である。

・上下流域が一体となった取組とするためには、流域の団体、自治体、河川

管理者等が連携を図る必要がある。

・H24年度から、長良川流域ではNPO法人長良川環境レンジャー協会が中心となった上下流のネットワークづくりが進められている。今後、こうしたネットワークの拡充と他流域への拡大を図るためには、核となる団体の掘り起しや活動支援等を行う必要がある。

・3県1市知事市長会議で連携して対策に取り組むこととした「伊勢湾における海岸漂着物対策」の取組を進める必要がある。
（２）事業内容

・流域で活動する環境保全団体等と関係機関が河川環境保全上の見地から連携し、上下流域が一体となって流域全体に着目した河川清掃活動に取り組むことにより、流域ごとの河川清掃モデルの確立と県民の河川環境保全意識の向上を図る。

・関係団体等のネットワーク化による河川環境保全活動の拡充・充実と県民の河川環境保全意識の向上等による流域のゴミ問題の改善、下流域への環境負荷軽減等に寄与する。
○流域協働を目指したネットワークづくり

・県内5流域（長良川、揖斐川、木曽川・飛騨川、土岐川・矢作川、宮川・庄川）について、各流域における協働体組織の形成や関係機関との連携体制の確立を目指し、核となる環境保全団体等の掘り起こしとネットワーク化を推進する。

○河川清掃活動の支援（補助金）

・河川清掃活動を展開する環境保全団体等を核とした協働体組織と関係機関（河川管理者、流域自治体等）が連携し、同じ水系でつながる上下流域一体のモデル的な取組として、効率的、効果的な河川清掃活動を実施する。

・平成28年度は2流域で実施することとし、事業主体となる団体等に対し、河川清掃活動等に必要な経費を補助する。（3流域は補助期間である3年を経過するため補助対象外）
（３）県負担・補助率の考え方　　　
事業主体：NPO法人、地域団体

補 助 率：10/10

補助金額：1,000千円を限度（1流域あたり）
（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,000
	上下流域が連携した河川清掃活動への助成（2流域）

	合計
	2,000
	


	　決決定額の考え方方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・清流の国ぎふ森林・環境基金事業
（２）後年度の財政負担
　　・清流の国ぎふ森林・環境基金事業の終了に伴い廃止
　　　（平成29年度以降の森林・環境税の継続の有無については検討中）
（３）事業主体及びその妥当性
　　・主要河川流域ごとに、上下流域が一体となった河川清掃活動の仕組み・体制づくりを支援するものであり、補助事業終了後も継続した取り組みとするため、実施主体の中核となりうるＮＰＯ法人等団体に対して助成。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	流域清掃活動推進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	NPO法人、地域団体

	補助事業の概要
	（目的）流域で活動する環境保全団体等と関係機関が連携し、流域全体に着目した河川清掃活動に取り組むことにより、流域ごとの河川清掃モデルの確立と県民の河川環境保全意識の向上を図る。
（内容）○流域協働を目指したネットワークづくり

　　　　○河川清掃活動に係る経費の支援

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（補 助 率：10/10
補助金額：1,000千円を限度（1流域あたり）
補助期間：3年まで

	補助効果
	流域ごとに自治体や地域との協働体制が構築されてきており、上下流域一体となった河川環境保全の取組へ繋がっている。

	終期の設定
	終期平成２８年度

（理由）森林・環境税を財源とした森林・環境基金事業によるため


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

流域の環境保全団体等と関係機関との連携を進め、上下流域一体の河川清掃活動に取り組むことで、流域ごとの河川清掃モデルの確立と県民の河川環境保全意識の向上に繋げたい。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H23年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①事業実施流域数
	0
	5流域
	5流域


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	2,000千円
	2,564千円
	1,877千円
	(予算額)

3,000千円
	(要求額)

2,000千円

	指標①目標
	2流域
	3流域
	4流域
	4流域

（補助：3流域）
	5流域

（補助：2流域）

	指標①実績
	2流域
	3流域
	3流域
	(推計値)

3流域

（補助：2流域）
	(推計値)

4流域

（補助：2流域）

	指標①達成率
	100％
	100％
	75％
	(推計値)
75％
(67%)
	(推計値)
80％
(100%)


（前年度の成果）

	＜長良川流域＞　
・H27年11月14,15日に流域一斉清掃を開催

（４会場、約220人参加、約3.8ｔゴミ回収）

・対象エリアと連携の拡大に向けた体制づくりを進め、郡上市、関市、岐阜

市、桑名市を会場に、上流から下流までの地域や自治体と連携して流域の

河川清掃を実施。

＜揖斐川流域＞　

・H27年5月31日に流域一斉清掃の開催

　（18会場、約2,500人参加、約５ｔゴミ回収）

・H27は前年に比べ8会場増となる18会場（揖斐川会場ほか）で実施。
＜土岐川流域＞　

・H27年10月18日に流域一斉清掃を開催。
(５会場、約140人参加、約210kgゴミ回収)

・年々会場を拡大し、H27は前年に比べ2会場増となる5会場（多治見市、

瑞浪市、土岐市）で実施。
・今後も、流域の団体、自治体等への働きかけにより、流域の広い範囲で連
携体制の構築が期待できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　対象流域の拡大には、実施主体として適した団体等の掘り起しを進める必要がある。また、事業効果を高めるためには、清掃範囲の拡大や連携体制の充実が求められ、河川のゴミの状況把握や新たな団体、市町村などとの連携や協力を得る必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	良好な河川環境の維持は「清流」の根幹であり、県民生活に身近な河川の清掃活動は、県民参加を得やすく環境保全意識向上にも有効な手段である。　

また、河川清掃に取り組む団体の経験やノウハウを活かし、流域一体で多様な主体が連携し協働することによって、河川清掃の効率や効果が高まるとともに、持続的な河川環境の保全や河川由来の海岸漂着物対策にも寄与することから、事業の必要性が高いと言える。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	流域によっては、地域の実情などにより実施主体として適した団体等の掘り起しができていない。
しかしながら、既に実施している流域については、連携、協働体制が年々拡大され、上下流域一体となった河川環境保全の取組へ繋がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	事業実績を踏まえて、流域ごとに清掃活動の手法や効果等について関係者間で検討し、効率性を判断していく必要がある。


（事業の見直し検討）

	　平成28年度に森林・環境基金事業と併せて見直し。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）体制作りのための初めの3年間を補助することとしていること、また森林・環境基金事業が平成28年度（次期については検討中）までとなっていることから、廃止とする。


